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賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物
齋 藤　友美子＊
要 旨
　賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物につき，増減請求時の賃料額か（時点説），口頭弁論終結時の賃料額
か（口頭弁論終結時点説），それとも増減請求時から口頭弁論終結時までの期間の賃料額か（期間説）と
いう学説の対立がある．この問題については，下級審裁判例でも見解が分かれていたが，最判平成26・
9・25民集68巻 7 号661頁は，原告が特に期間を限定しないで請求の趣旨を記載している場合，時点説に
立つことを明らかにした．しかし，民事訴訟法上の基準時は口頭弁論終結時とされているところ，なぜ
増減請求時の権利関係が確定されることになるのであろうか．またこの時点の権利関係を確定すること
により，紛争解決につながるのであろうか．本稿ではこれまでの学説・裁判例を整理し，賃料増減額確
認請求訴訟の訴訟物を明らかにするとともに，期間説に立って，その問題点について若干の検討を試みる．
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Ⅰ は じ め に
　借地借家法11条 1 項・32条 1 項は賃貸人・賃借
人が一定の場合に借賃の増減を請求する権利を規
定している1）．判例・通説によれば，賃料増減請
求権は従前の賃料が不相当となったことを要件と
して発生する形成権であり，これを行使した時か
ら客観的に相当と認められる金額への増減の効果
が生ずると解されている2）．賃料増減請求がなさ
れても当事者間の協議が調わない場合，当事者は
訴訟手続による前に調停の申立てをしなければな
らない（調停前置主義，民事調停法24条の 2 ）．調
停が不成立に終わると，訴訟において賃料の増減
や範囲が争われる．すなわち，①増減された後の
賃料額の確認を求める賃料増減額確認請求訴訟，
②従前の賃料額と増減された後の賃料額の差額の
支払いを求める増額賃料給付訴訟あるいは不当利
得返還請求訴訟，③増額分の不払いもしくは減額
主張をして従前賃料との差額を支払わないことを
理由とする土地・建物賃貸借契約の解除を原因と
する土地あるいは建物明渡訴訟である．①の賃料
増減額確認請求訴訟は昭和41年に借地法12条 2
項，借家法 7 条 2 項が新設されてからというもの，
中心的な形態となっている3）．
　賃料増減額確認請求訴訟において，一般的にみ
られる請求の趣旨は「原告が被告に賃貸している
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別紙物件目録記載の土地の賃料は，平成○年○月
○日以降 1 ヶ月○万円であることを確認する」と
いうものである4）．このように請求の趣旨を記載
した場合の訴訟物について従来十分な議論がなさ
れていなかった．学説では，賃料増減請求の意思
表示が相手方に到達し，その効力が生じた時点（以
下，「増減請求時」という．）の賃料額を訴訟物と
する時点説，事実審の口頭弁論終結時の賃料額を
訴訟物とする口頭弁論終結時点説5），増減請求時
から口頭弁論終結時までの期間の賃料額を訴訟物
とする期間説が対立している．本問題について，
下級審裁判例でも議論が分かれていたが，最判平
成26・ 9 ・25民集68巻 7 号661頁（以下，「平成26
年最判」という．）は原則として時点説に立つこと
を明らかにした．しかし，時点説を採用した場合，
民事訴訟法上の基準時たる口頭弁論終結時の権利
関係ではなく，増減請求時のそれが確定されるの
はなぜか，あるいはなぜこの時点について権利関
係を確定すれば，現在の紛争解決につながるのか
といった点については十分に説明されていない．
また，期間説においても，なぜこのように一定の
時間的幅をもった訴訟物を設定することが許され
るのかという点は明らかではない．
　そこで本稿では，これまでの学説・裁判例を整
理した上で，賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物に
ついて理論的な検討ならびにそれに関する手続上
の諸問題の解明を試みたい．平成26年最判をはじ
めとする，多くの裁判例において訴訟物が問題と
なるのは，賃料増減額確認請求訴訟の係属中に原
告または被告から新たに増減請求がなされ，この
第二次請求に係る訴えの追加的変更（民事訴訟法
143条．以下，法律名がない場合は民事訴訟法を指
す．）や反訴（146条）を申し立てていないか，ま
たはこれらを申し立てたが，著しく訴訟手続を遅
滞させることとなるとして却下された場合である．
本稿はこれらのケースで，第二次請求をするため
に訴えの追加的変更や反訴が必要か，また追加的
変更や反訴が申し立てられたが認められなかった
場合に，第二次請求は認められるのかということ
を検討したい．
　このような観点から，本稿ではまず，賃料増減
請求権の立法趣旨や審理の方式などを確認する
（Ⅱ）．次に，賃料増減額確認請求訴訟において訴
訟物が問題となった裁判例を整理し（Ⅲ），また，
学説を紹介し，その根拠や対立点を明らかにする
（Ⅳ）．最後に，賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物
は何かを論じ，訴えの追加的変更・反訴に関する
問題を検討する（Ⅴ）．
Ⅱ 賃料増減額確認請求訴訟の性質
1 ．賃料増減請求権の立法趣旨
　借地借家法11条・32条が承継している，旧借地
法12条，旧借家法 7 条はそれまで慣習法として認
められていた地代増額請求権を明文をもって認め，
これに減額請求権を加え，借家関係についても及
ぼしたものである6）．地代増額請求は，借地権の
長期化により，短期の借地期間の満了ごとに地代
増額の機会を奪われた地主に，なお増額の機会を
与え，地主と借地人の均衡を図るための制度であ
る7）．
　賃料増減請求権は，判例・通説では形成権の性
質を有すると解され8），増減請求の意思表示が相
手方に到達すれば，これによって以後賃料は相当
額において増減する9）．
2 ．審理の方式と相当賃料額の認定
　増減の範囲について当事者間に争いがある場合，
相当賃料額は裁判所により定められるが，これは
増減請求によってすでに客観的に定まった増減の
範囲を確認する意味であり10），判決では原則とし
て，適正賃料の金額まで増減額することが認めら
れる11）．認定した適正賃料が原告の主張する増減
幅に満たない場合は原告の申立ての範囲で認容し，
一部認容判決となる．もっとも，増額請求である
のに適正賃料が現行より低い場合や減額請求であ
るのに適正賃料が現行より高い場合は棄却判決と
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なる12）．
　賃料増減請求の当否および相当賃料額の判断に
当たっては，賃貸借契約の当事者が現実に合意し
た賃料のうち直近のもの（直近の賃料の変動が賃
料増減請求による場合はそれによる賃料）を基に
して，その合意等がなされた日から当該賃料増減
額確認請求訴訟に係る賃料増減請求の日までの間
の経済事情の変動等が総合的に考慮される13）．相
当賃料額は通常，鑑定による経済的に適正な（継
続）賃料を参考として，賃貸借契約締結の経緯，
賃貸借の内容その他諸般の事情を考慮して決定さ
れる14）．算定方式として判例上は積算（利回り）
方式，スライド方式，差額配分方式，賃貸事例比
較方式，公課倍率方式，総合方式等が採用されて
おり，それぞれの具体的事案に応じて最も合理的
と思われる一ないし複数の方式を採用し，相当賃
料額を決定している15）．
Ⅲ 裁判例の整理
1 ．裁 判 例
　賃料増減額確認請求訴訟は，通常，特定の日か
らあるいは特定の日以降の賃料が幾らであること
の確認を求めるという請求の趣旨が一般的である．
このように原告が特に期間を限定しないで請求の
趣旨を記載した場合，いずれの時点あるいは期間
の賃料額が訴訟物となるのか．以下では賃料増減
額確認請求訴訟の訴訟物につき判断したと思われ
る裁判例を紹介する．事案の内容により金額・契
約当事者の承継関係部分などを簡略している．
⑴ 大阪高判昭和49・12・16高民27巻 7 号980頁
　前訴控訴審裁判所が判決主文で終期を付して賃
料額を確認したことが，Ｘが申し立てていない，
訴訟物以外の権利関係について判断したもので，
これにより前訴係属中の第二次増額請求権が侵害
されたとしてＸが国家賠償法 1 条に基づき，上告
手続のため弁護士に支払った着手金10万円の損害
金とこれに対する附帯の遅延損害金の支払いを求
めたものである．本件は賃料増減額確認請求訴訟
の訴訟物に関して初めて判断した下級審裁判例で
あり，期間説に立つことを明らかにした．
　前訴までの経過は次のようなものである．Ｘは
Ｙに対し，賃貸家屋の賃料につき昭和41年 4 月 1
日から月額4000円に増額する旨の意思表示をした
が，Ｙがこれに応じなかったため，Ｙを被告とし
て増額賃料の確認および増額賃料額と弁済供託額
との差額の支払いを求める前訴を提起した．Ｘは
前訴控訴審の口頭弁論終結前にＹに対して当該家
屋の賃料を昭和47年 2 月 1 日から月額5800円に増
額する旨の意思表示をしたが，この第二次請求に
ついては何ら主張立証がなかった．前訴第一審は
「賃料が41年 4 月 1 日から一か月4000円であること
を確認する．ＹはＸに対し97440円及びこれに対す
る45年 4 月 1 日から完済まで年一割の金員を支払
え．」と判示したが，前訴控訴審はこれを変更し，
「昭和41年 4 月 1 日から同47年 8 月16日まで一か
月2595円の割合による賃料債権を有することを確
認する．Ｘのその余の請求を棄却する．」とした
（なお，昭和47年 8 月16日とは前訴控訴審の口頭弁
論終結時である）．
　「増額賃料額の確認訴訟は法律関係の確認訴訟
である以上事実審の口頭弁論終結後の将来の法律
関係の確認を求めることは許されないのであるか
ら（特に賃料額の場合，将来の分については増減
額の請求権行使や合意等による変動が常に予想さ
れる．）通常特段の事情がない限り，原告たるべき
者はこのような不適法な請求はしないものとみな
して，増額された日から継続する口頭弁論終結時
における賃料額の確認を求めているものと解すべ
きである．
　したがつて，一般に賃料額確認訴訟においては，
事実審の口頭弁論終結時までの賃料額が訴訟物に
なつているものと解するのが相当であり，仮に口
頭弁論終結時までに当該賃貸借契約が終了したと
きは，その訴訟の原告は賃料債権の確認ないし給
付に訴を変更すべく（変更しない場合は，被告が
抗弁を提出することになろう．），また口頭弁論終
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結時までに次期増額請求権を行使したときも，原
告において……訴を変更すれば足りるのである．
このように解しても，当事者になんの不利益を課
することにならないし，訴額の算定等の実務上の
運用もこれに適合しているのである．
　したがつて，前訴においては，『41年 4 月 1 日か
ら前訴の控訴審の口頭弁論終結時である47年 8 月
16日までの間の増額賃料額が一か月4000円である
か否か』が訴訟物であるというべきである．」
　「原告は，前訴の控訴審裁判所が判決主文に増額
賃料の終期を47年 8 月16日と明示したことをもつ
て，訴訟物の範囲外の事項について判決をしたと
主張するが，これは前項の説示で明らかなように，
原告の訴訟物自体について示された判断であつて，
それ以外の何物でもない．仮に主文において右の
終期を明示しなかつたとしても（多くの判決例の
ように明示する必要はなかつたのであるが），その
判決によつて確認される賃料額は，当然に口頭弁
論終結時のものとなるのである．したがつて原告
の右主張は失当である．
　次に原告は，前訴の控訴審裁判所が判決に終期
を明示したことによつて，原告の第二次賃料増額
請求権が侵害されたと主張するが，この主張もま
た理由がない．なぜならば，前訴の控訴審判決が
確定することによつて，原告がその判決主文に抵
触する権利主張をすることができなくなるのは，
判決の既判力によるためであつて，終期が明示さ
れたためではない．すなわち，仮に原告の主張す
るように，前訴の係属中に第二次増額請求権を正
当に行使したとしても，前訴の控訴審の口頭弁論
終結までに，前訴について第二次増額請求の日の
前日までを終期とする賃料債権の確認ないしこれ
が給付の請求に訴を変更するか，あるいは第二次
増額請求の事実を主張立証し，第二次増額請求以
後の増額賃料額の確認請求を拡張しておかない限
り，判決に抵触する限りにおいて，第二次増額請
求の法的効果を主張することができなくなるので
ある．したがつて，前訴の控訴審裁判所の前記終
期の明示と，原告主張の第二次増額請求権の侵害
との間には，なんら因果関係がない．」
⑵ 東京地判平成11・ 3 ・26判タ1020号216頁
　本件は，Ｘが甲土地と乙土地について平成 6 年
12月 1 日以降，平成 7 年 8 月 1 日以降，平成 8 年
7 月 1 日以降の各賃料の増額確認請求訴訟を提起
し，これに対してＹが本訴で平成 9 年 4 月 1 日以
降，平成10年 9 月 1 日以降の各賃料額の確認を求
めるとともに，反訴として各土地につき平成10年
11月 1 日以降の各賃料の減額請求をしたという事
案である．この反訴については146条 1 項但書に基
づく却下の申立てがなされている．本件は時点説
を採用している．
　「本件請求は賃料増額確認請求であるから，その
審判の対象である訴訟物は，原告による本件各増
額請求の増額効果が発生した時点における賃料相
当額であると解される」．
　「被告は本件訴訟物は，本件最終賃料増額請求
に係る賃料増額効果が発生した平成 8 年 7 月 1 日
以降本件事実審の口頭弁論終結時までの本件各賃
料額が訴訟物となっていると解すべきであるから，
被告主張の右各時点における本件各賃料額を確認
することは何ら処分権主義に反しない旨反論する．
　しかしながら，このように解した場合は，右増
額請求のなされた後にさらに対象賃料につき増減
額の意思表示がなされてこの部分の賃料確認請求
を求める必要が生じたときも，すでに継続中の賃
料確認訴訟の口頭弁論が終結しない限り，この訴
訟の確定判決に生ずる既判力に抵触しないように
するためにも，右継続訴訟に新しい賃料確認訴訟
を併合するか右継続訴訟の反訴として扱うことが
必要とされることになろうが，それでは継続中の
訴訟が終結間際の場合にも終結できず，さらに新
請求の審理のため時間及び労力を費やすことが必
然的に求められ著しく訴訟手続を遅滞ならしめる
不都合な結果を招くことになるといわざるを得な
い．そもそも，賃料確認訴訟が確認訴訟である以
上，賃貸借当事者間に賃貸額をめぐって現在紛争
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が生じており，これが解決のためには賃料確認訴
訟が必要かつ有益であることが要件であることは
いうまでもないところではあるが，それが故に事
実審の口頭弁論終結時までの賃料額が訴訟物とな
っていると解さなければならない必然性はなく，
過去の一定時点（賃料増額請求に係る増額の効果
発生時）における賃料額を訴訟物としてとらえた
としても，その確認を右口頭弁論終結時点におい
て求める必要性及び有益性がある限り，そのよう
な訴訟は適法な訴訟として許容されるべきであ
る．」
　「被告による本件減額の意思表示は，本訴の終結
間際になされたものであることが認められる．そ
してこの意思表示に基づく賃料確認の反訴を許容
することになれば，その減額賃料の相当額を認定
するための原告による鑑定申立てが予想されるの
みならず，弁論の全趣旨から原告はその用意があ
る旨を明らかにしていることが認められ，そうす
れば本訴の訴訟手続を著しく遅滞ならしめるとい
わなければならない．……本訴の訴訟物は本件各
増額請求に係る賃料増額効果が発生した時点にお
ける賃料額であり，その点にしか既判力は生じな
いと解するのが相当であるから，被告の右賃料減
額請求について新訴訟を提起することは妨げられ
ず，したがって被告の右反論は理由がない．」
⑶ 最判平成26・ 9 ・25民集68巻 7 号661頁
　本判決は，原告が特定の期間の賃料額について
確認を求めていると認められる特段の事情がない
限り，前提である賃料増減額確認請求の効果が生
じた時点の賃料額に係る判断について生ずるとし
て，原告が終期を定めずにした賃料増減額確認請
求訴訟における訴訟物につき，原則的な取扱いを
示したものである．
　前件訴訟までの経緯は次の通りである．Ｙは，
Ｘに対し，本件建物の賃料（以下，「本件賃料」と
いう．）を平成16年 4 月 1 日（以下，「基準時 1 」
という．）から月額240万円に減額する旨の意思表
示をし，本件賃料が基準時 1 から月額240万円であ
ることなどの確認を求める前件（本訴）訴訟を提
起した．これに対しＸはＹに対し，平成17年 8 月
1 日（以下，「基準時 2 」という．）から本件賃料
を月額320万円に増額する旨の意思表示をした上，
反訴として，本件賃料が基準時 2 から月額320万円
であることの確認を求める訴えを提起した．
　Ｘは，前件訴訟が第一審に係属中の平成19年 6
月30日，Ｙに対し，本件賃料を同年 7 月 1 日（以
下，「基準時 3 」という．）から月額360万円に増額
する旨の意思表示（以下，「本件増額請求」とい
う）をしたが，Ｙが，Ｘが本件増額請求に基づく
賃料確認請求に係る第二反訴を追加することは訴
訟手続を著しく遅滞させるから，同請求は反訴で
はなく，別訴の提起によって行うよう裁判所の訴
訟指揮を求める旨の上申書を提出するなどの経緯
があり，Ｘは上記第二反訴の追加提起を控えた．
　前件訴訟第一審は，本訴につき，「本件賃料が基
準時 1 から月額254万円であることを確認する」限
度でＹの請求を一部認容し，反訴についてはＸの
請求を全部棄却した．上記判決に対し，Ｘが控訴
したが，控訴審は，平成20年10月 9 日（以下，「基
準時 4 」という）に口頭弁論を終結し，同年11月
20日，Ｘの控訴を棄却し，同年12月10日，前件訴
訟第一審判決は確定した．
　Ｘは，本件訴訟を提起し，改めてＹに対し，上
記の本件増減請求に基づき増額されたとする本件
賃料（基準時 3 以降月額360万円）の確認などを求
めた．
　「借地借家法32条 1 項所定の賃料増減請求権は
形成権であり，その要件を満たす権利の行使がさ
れると当然に効果が生ずるが，その効果は，将来
に向かって，増減請求の範囲内かつ客観的に相当
な額について生ずるものである（最高裁昭和30年
（オ）第460号同32年 9 月 3 日第三小法廷判決・民
集11巻 9 号1467頁等参照）．また，この効果は，賃
料増減請求があって初めて生ずるものであるから，
賃料増減請求により増減された賃料額の確認を求
める訴訟（以下「賃料増減額確認請求訴訟」とい
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う．）の係属中に賃料増減を相当とする事由が生じ
たとしても，新たな賃料増減請求がされない限り，
上記事由に基づく賃料の増減が生ずることはない
（最高裁昭和43年（オ）第1270号同44年 4 月15日第
三小法廷判決・裁判集民事95号97頁等参照）．さら
に，賃料増減額確認請求訴訟においては，その前
提である賃料増減請求の当否及び相当賃料額につ
いて審理判断がされることとなり，これらを審理
判断するに当たっては，賃貸借契約の当事者が現
実に合意した賃料のうち直近のもの（直近の賃料
の変動が賃料増減請求による場合はそれによる賃
料）を基にして，その合意等がされた日から当該
賃料増減額確認請求訴訟に係る賃料増減請求の日
までの間の経済事情の変動等を総合的に考慮すべ
きものである（最高裁平成18年（受）第192号同20
年 2 月29日第二小法廷判決・裁判集民事227号383
頁参照）．したがって，賃料増減額確認請求訴訟に
おいては，その前提である賃料増減請求の効果が
生ずる時点より後の事情は，新たな賃料増減請求
がされるといった特段の事情がない限り，直接的
には結論に影響する余地はないものといえる．
　また，賃貸借契約は継続的な法律関係であり，
賃料増減請求により増減された時点の賃料が法的
に確定されれば，その後新たな賃料増減請求がさ
れるなどの特段の事情がない限り，当該賃料の支
払につき任意の履行が期待されるのが通常である
といえるから，上記の確定により，当事者間にお
ける賃料に係る紛争の直接かつ抜本的解決が図ら
れるものといえる．そうすると，賃料増減額確認
請求訴訟の請求の趣旨において，通常，特定の時
点からの賃料額の確認を求めるものとされている
のは，その前提である賃料増減請求の効果が生じ
たとする時点を特定する趣旨に止まると解され，
終期が示されていないにもかかわらず，特定の期
間の賃料額の確認を求める趣旨と解すべき必然性
は認め難い．
　以上の事情に照らせば，賃料増減額確認請求訴
訟の確定判決の既判力は，原告が特定の期間の賃
料額について確認を求めていると認められる特段
の事情のない限り，前提である賃料増減請求の効
果が生じた時点の賃料額に係る判断について生ず
ると解するのが相当である．
　本件についてこれをみると，前記事実関係によ
れば，前件本訴及び前件反訴とも，請求の趣旨に
おいて賃料額の確認を求める期間の特定はなく，
前訴判決の前件本訴の請求認容部分においても同
様であり，前件訴訟の訴訟経過をも考慮すれば，
前件訴訟につきＹ及びＸが特定の期間の賃料額に
ついて確認を求めていたとみるべき特段の事情は
ないといえる．
　そうであれば，前訴判決の既判力は，基準時 1
及び基準時 2 の各賃料額に係る判断について生じ
ているにすぎないから，本件訴訟において本件賃
料増額請求により基準時 3 において本件賃料が増
額された旨を主張することは，前訴判決の既判力
に抵触するものではない．」
　なお，金築誠志裁判官の補足意見がある（以下，
「金築補足意見」という）．
2 ．小 括
　前出大阪高判昭和49・12・16は期間説を採用す
るが，このように一定の時間的幅のある訴訟物を
認める理由については十分明らかにされていない．
口頭弁論終結時までに次期増額請求権を行使した
ときも訴えを変更すれば足り，当事者の不利益に
はならないこと，訴額算定の実務もこれに適応し
ているとするのみである．これに対し，時点説を
採用する前出東京地判平成11・ 3 ・26と平成26年
最判は，表現の違いはあるが，一旦増減請求され
た賃料はその支払いにつき任意の履行が期待され
るということを基礎として，口頭弁論終結時にお
いて増減請求時の賃料額を確認することに必要性，
有益性があるとする．しかし，実際的な理由は，
訴訟係属中の反訴提起などによる訴訟の遅延を回
避することにあるように思われる．
97齋藤：賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物
Ⅳ 学説の状況
1 ．確認訴訟の訴訟物
　賃料増減額確認請求訴訟は確認訴訟であるか
ら，確認訴訟の訴訟物が一般にどのように構成さ
れるかを確認しておく必要がある．
　確認訴訟の訴訟物は，一般の場合には，原告と
被告の関係において，特定の権利・法律関係の存
否の主張であり，その存否が主張される権利・法
律関係が実体法上別個であれば，訴訟上の請求と
しても別個となる16）．そして確認の訴えは当事者
間に争いのある具体的な権利または法律関係の存
否の確認を求めることを目的とするものであるか
ら，旧訴訟物理論と新訴訟物理論との間にその差
はほとんどみられない17）．したがって，確認訴訟
の訴訟物はまず当事者の意思により決定され，主
張される特定の権利・法律関係の存否であるとい
うことができる．
2 ．賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物に関する
学説
　賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物に関しては学
説でもこれまで多くは議論がなされてこなかった
が，時点説，口頭弁論終結時点説，期間説の 3 説
がある．以下では，各説の状況と対立点を明らか
にする．
⑴ 時 点 説
　時点説は，増減請求時の賃料額を訴訟物とする
考え方である．
　金築補足意見によれば，平成26年最判が時点説
を採用する理由は次の 4 点にまとめられる．①特
に期間を限定せずに請求した場合，通常原告が期
間説を念頭に置いているかは疑問がある，②実務
は時点説で運用されていることが多かった，③増
減請求時の賃料額について既判力が生じていれば，
それに引き続く期間の賃料額に形式的には既判力
が及んでいないとしても，実質的に紛争解決機能
に差が生じるようなことはほとんど考えられない，
④新たな増減請求がされても，特別の措置を講ず
ることなく別訴にまわすことができ，審理の複雑
化，長期化を避けることができる（時点説による
場合，既判力が生じるのは増減請求時の賃料額で
あるため，これより後に生じた第二の増減請求の
効果を後訴で主張することは，前訴確定判決の既
判力によっては妨げられないことになる）．
　時点説において特に問題となるのは訴えの利益
である．時点説によれば，賃料増減額確認請求訴
訟は過去の法律関係を確認するものであるとし，
過去の法律関係が現在にも影響を及ぼしていれば
確認の利益ありとして適法となるが，時点説では，
既判力は最初の増減請求の後で口頭弁論終結時前
になされた増減請求についての賃料増減額確認請
求訴訟の後訴に及ばないことになり，現時点での
法律関係の存否・内容は決まらず，確認の利益が
否定されなければならないとの指摘がある18）．ま
た，増減請求時の賃料額が法的に確定すれば，そ
の後の新たな増減請求など特段の事情がないかぎ
り任意の賃料支払いができるから，訴えの利益を
欠かないとする平成26年最判について，任意の支
払いは事実上の期待であり，後訴の賃料支払請求
訴訟に影響を及ぼさないので，法的利益があると
はいえないとする19）．
　他方で，時点説においても，増減請求時に主張
された賃料額は通常は継続的に維持されて当事者
を拘束し続けるので，過去の法律関係であっても，
訴えの利益を肯定するという見解も主張されてい
る20）．
⑵ 口頭弁論終結時点説
　口頭弁論終結時の賃料額を訴訟物とする見解を
口頭弁論終結時点説という．増減請求時の賃料額
は確定されないが，口頭弁論終結時の賃料額が確
定されることにより，現在の法律関係を確認する
ことができる．口頭弁論終結時点説によれば，現
在の法律関係が確認されることになるから，当然，
確認の利益が認められる．また，現在の増減額の
確認に照準を合わせることが必要であるとして，
98
口頭弁論終結時点説をとるものとみられる見解が
ある21）．この見解は，口頭弁論終結時の増減額を
確定しても，増減請求時の賃料額が確定しないの
で増減賃料額の確認には不十分であるという批判
に対して，少なくともこの種の訴訟では既判力は，
賃料増減額の請求時点と口頭弁論終結時までの間
に賃料額の決定に影響を及ぼす事由が生じていな
い場合には，既判力は例外的に過去（増減額請求
時）に遡ると解すべきであろうとする22）．
　なお，畑郁夫判事は既判力の一般原則が妥当す
る物の所有権確認訴訟の訴訟物と賃料増減額確認
請求訴訟のそれとを比較して，後者において口頭
弁論終結時点のみを基準としない理由を次のよう
に述べている23）．
　「物の所有権確認請求訴訟……の場合は，原告は
過去の一定時点における売買の事実を主張立証し
て所有権取得を明らかにすると，その後は，特段
の反証がないかぎり，口頭弁論終結時においても，
所有権を有することが認められうるのであり，そ
の間継続的に所有し続けたことを立証する必要は
ない．したがって，売買時点と口頭弁論終結時点
との間の期間は特段の意味はない．原告は前記の
ような立証上の特典を活用して，現在の所有権を
認められれば必要にして十分であるわけである．
いいかえれば，過去における売買またはそれによ
る所有権取得の事実は前提事実に過ぎず，敢えて
確認の対象とする必要も実益もないわけである．
ところが，……賃料額確認訴訟（において，筆者
注）原告が確定を求める法律関係は単に口頭弁論
終結時点での賃料額だけではなく，増額請求をし
た時点から口頭弁論終結時点までの一定の時間的
幅のある賃料額である……このような特徴はその
確認の対象が賃貸借というような継続的
4 4 4
な契約関
係（の一部）であることに由来する．」
⑶ 期 間 説
　期間説は増減請求時から，口頭弁論終結時まで
の期間の賃料額を訴訟物とする考え方である24）．
特に根拠が示されることはなかったが，実務上有
力な見解であった25）．期間説によれば，現在の法
律関係を確認対象として含むため，確認の利益の
点で，時点説より問題が少ないとされる26）．
　期間説の根拠として，畑判事によれば，賃料増
額確認請求訴訟の場合，原告は通常，増額請求権
を行使した時点から，特段の事情のない限り口頭
弁論終結時点までそのまま継続している当該増額
賃料の確定を全体として求めている，と解するの
が当事者の意思解釈として最も適切であるという
こと，継続的な法律関係（の一部）の確認を求め
るという特殊性から，一定期間の賃料額を訴訟物
と解することによってこそ賃貸借当事者間の紛争
が効果的に解決されるということが挙げられてい
る27）．
　期間説によると，たとえば，賃貸人が賃料増額
確認請求訴訟の係属中に賃料増額事由が生じたに
もかかわらず増額請求しなかった場合や，再度増
額請求したものの，請求を拡張せずに裁判が確定
した場合，再度の賃料増額請求権に基づき再び賃
料増額確認請求訴訟を提起することは，前訴の既
判力に反し，認められないことになると考えられ
ている28）．
　期間説の難点として金築補足意見では，賃料増
減額確認請求訴訟中に増減請求がされた場合に，
手続上煩わしい問題が生じる可能性があることが
指摘されている29）．たとえば，減額確認請求訴訟
中に増額請求がされたような場合，原告の意思に
反して終期を付すように求めることはできず，そ
の結果，遮断効を避けるための反訴の提起を許さ
ざるを得ないことになれば，審理の長期化要因と
なることは避けられないとする．また，賃料増減
額確認請求訴訟は調停前置であるが，最初の増減
請求の結果の賃料額が決まらない限り，新たな増
減請求について調停を進めることは困難であろう
から，前記の反訴等については調停前置が機能し
ない恐れがあるという．さらに実際上の難点とし
て，口頭弁論終結の時点を具体的に予見すること
が難しい中で，予想される弁論終結時までに生じ
99齋藤：賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物
るかもしれない新たな増減請求を争点整理手続段
階で主張させるように適切な形で訴訟指揮をする
ことは困難であること，また弁論終結時までに新
たな請求権行使があると改めて鑑定手続が必要と
なることが指摘されている30）．
Ⅴ 検 討
　本章では，原告が特に期間を限定しないで請求
の趣旨を記載している場合，賃料増減額確認請求
訴訟の訴訟物は何かを論じる．また，この問題に
ついて，私見は期間説に立ち，その場合に生ずる，
訴えの追加的変更・反訴に関する諸問題を検討す
る．
1 ．期間説を採用する根拠
　Ⅳ章までの考察に基づいて，賃料増減額確認請
求訴訟の訴訟物は，次のような観点で検討される
べきである．
　第一に，確認訴訟の訴訟物は，特定の権利関係
の存否であるが，この訴訟物たる権利関係をいか
なる形で設定するかは処分権主義に服するもので
あり，当事者に委ねられている．したがって，最
初のアプローチは当事者の意思―時点の賃料額を
主張する意思か期間の賃料額を主張する意思か―
を確認することにある．
　第二に，既判力が生じる範囲との関係で確認訴
訟の機能を十分に発揮させるために最適な訴訟物
は何かという点である31）．確認訴訟は，紛争の根
幹にある権利義務の存否を既判力をもって確定す
ることで紛争を抜本的に解決する機能が期待され
ており，またこの機能の中には現実の権利侵害が
生じていない段階であっても，そのような不安を
事前に除去する機能（確認訴訟の紛争予防機能）
も含まれている32）．したがって，確認訴訟の訴訟
物を検討するためには当事者の意思との兼ね合い
から確認訴訟の紛争解決機能をどこまで高める必
要性が認められるのか―別の言い方をすれば既判
力をどの部分に生じさせれば紛争解決につながる
のかを検討する必要がある．
⑴ 当事者の意思
　従来の方式のように特に期間を限定しないで請
求の趣旨を記載している場合，通常，原告は増減
請求時の賃料額の確認を求めるだけではなく，増
減請求時以降の賃料額についても確認を求めてい
ると考えられる33）．なぜなら，賃貸人若しくは賃
借人は増減請求時以降，増額または減額された賃
料の支払いを欲しているのであり，増減請求時の
み賃料が増減すればよいというわけではないから
である．たとえば，賃貸人が平成28年 4 月 1 日に
月額賃料を20万円から30万円に増額する請求をし
た場合，賃貸人は，平成28年 4 月 1 日のみ月額賃
料が30万円に増額されたこと（すなわち，平成28
年 4 月 1 日の 1 万円分）を認めてもらえば満足す
るのではない．賃貸人は，平成28年 4 月 2 日以降
も月額賃料が30万円であること（すなわち，平成
28年 4 月 2 日以降も 1 日 1 万円ずつ賃料額が増額
されたこと）の確認を求めているのである34）．そ
のため，賃貸人が，増額請求をした後，重ねて増
額請求をするなど（上記の例でいえば，賃貸人が
賃借人に対して平成28年10月 1 日に月額賃料を40
万円として増額請求を行うなど）の事情がない限
り，原告は増減請求時から口頭弁論終結時までの
期間の賃料額の確認を求めていると考えられる．
　また，当事者としては増減請求により賃料額が
従前の額よりも増減された時点を明らかにする必
要があるため35），口頭弁論終結時の賃料額のみの
確認を求めていると考えることもできない．
⑵ 確認訴訟の紛争解決機能からの検討
　確認訴訟は次のように，給付訴訟とは異なる独
自の権利救済機能を有すると説かれている36）．第
一に，確認訴訟は訴えの利益が認められれば，権
利侵害が発生しまたは権利侵害の危険が現在化す
る以前に，当事者間の実体的権利関係を確定し，
これに適合した行動をとることを当事者に期待し
て，権利侵害ないし紛争の発生を防止するという
予防的救済機能を有する．第二に，確認訴訟は，
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その物権や包括的法律関係自体を対象とし，その
存否を対象としうるから，相手方が判決の判断内
容を尊重することを期待できるなら，包括的権利
救済機能を発揮できる（例として，所有権の帰属
自体に争いのある場合に，目的物の引渡しのみを
請求するのと，所有権自体の確認を求めるのとの
対比が挙げられている）．第三に団体関係等におい
ては，確認訴訟は，判決の効力の拡張を伴って，
全員に対し行動準則を設定し行動を規制するとい
う規制的救済機能を有する．
　賃料増減額確認請求訴訟においては，新たな増
減請求がなされない限り，当該訴訟で確定された
賃料額がそのまま継続し，その限りで将来的な賃
料額に関する紛争は解決されるから，予防的救済
機能を有する．また訴訟によって賃料額が確定さ
れれば，当事者間における任意の履行がなされる
蓋然性が高いといえるため37），包括的権利救済機
能があると考えられる．
　このような確認訴訟の機能を十分に発揮させる
ためには，可能な限り紛争の蒸し返しが防がれな
ければならない．それでは，いずれの見解が紛争
の蒸し返し防止に資するのであろうか．裁判例の
多くは訴訟の係属中に新たに増減請求がなされ，
これが訴訟上顕れないままに訴訟が終結し，その
後この増減請求に基づいて後訴が提起された場合
である．以下では，具体的な事例を設定し検討す
る．
　賃貸人は賃借人に対して増額請求をし（基準時
1 ），この請求に基づき，賃料増額確認請求訴訟を
提起し，これが確定した（第一訴訟）．賃貸人は第
一訴訟の口頭弁論終結時前に再度増額請求をした
が（基準時 2 ），第一訴訟において訴えの追加的変
更をしていなかった．賃貸人がこの基準時 2 の請
求に基づいて賃料増減額確認請求訴訟の後訴を提
起した場合（第二訴訟），第一訴訟の判決の既判力
は第二訴訟に作用するか38）．
　前訴の訴訟物に既判力が生じ，この既判力が後
訴の訴訟物に作用するのは，前訴と後訴の訴訟物
が同一である場合，前後両訴の訴訟物が矛盾対立
関係にある場合，前訴の訴訟物が後訴の訴訟物の
先決関係にある場合である．
　時点説によれば，異なる時点においてなされた
増減請求に基づいて訴訟を提起した場合，それぞ
れの増減請求時点において別個の訴訟物を形成す
ることになる（第一訴訟の訴訟物は基準時 1 の賃
料額であり，第二訴訟の訴訟物は基準時 2 の賃料
額となる）．したがって，訴訟物が同一である場合
には該当しない．また基準時 1 は基準時 2 の時点
とは異なること，および基準時 1 から基準時 2 ま
での間に適正賃料の変動がありうることから前訴
の訴訟物と後訴の訴訟物が矛盾対立または先決関
係にあるとはいえない．よって，時点説に立つ限
り，第一訴訟の既判力は第二訴訟に及ばない．
　また実質的な審理も，賃貸借契約の当事者が現
実に合意した賃料のうち直近のもの（直近の賃料
の変動が賃料増減請求による場合にはそれによる
賃料）を基にして，その合意等がされた日から当
該賃料増減額確認請求訴訟に係る賃料増減請求の
日までの間の経済事情の変動等により決せられる
から，基準時 2 は第一訴訟の口頭弁論終結前であ
るとはいえ，実質的に攻撃防御が繰り広げられる
ことはない．既判力の遮断効の根拠は，当事者に
攻撃防御の機会が与えられている点にあるのであ
るから，実質的にこのような機会が与えられてい
ない，基準時 1 よりも後の事情についてまで，遮
断効を及ぼすことはできない．したがって，時点
説では，訴え提起後，口頭弁論終結時以前に増減
請求が行われた場合，既判力のみならず，信義則
による遮断の余地も存在しない．
　口頭弁論終結時点説によればどうであろうか．
口頭弁論終結時点説によれば，第一訴訟の訴訟物
は第一訴訟の口頭弁論終結時の賃料額，第二訴訟
の訴訟物は第二訴訟の口頭弁論終結時の賃料額と
いうことになる．したがって時点説と同様，前訴
の訴訟物と後訴の訴訟物は同一・矛盾・先決関係
のいずれにも当たらない．しかし，基準時 2 から
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第一訴訟の口頭弁論終結時までの事情については
第一訴訟においても審理されていることから，実
質的な審理の重複が生じており，この部分の事情
は信義則により遮断される．したがって，口頭弁
論終結時点説によれば，基準時 2 から第一訴訟の
口頭弁論終結時に至るまでの事情につき，後訴で
蒸し返されるおそれはない．
　期間説によれば，前訴の訴訟物は基準時 1 から
第一訴訟の口頭弁論終結時までの賃料額であり，
後訴の訴訟物は基準時 2 から第二訴訟の口頭弁論
終結時までの賃料額となる．そうすると，前訴の
訴訟物と後訴の訴訟物は基準時 2 から第一訴訟の
口頭弁論終結時まで重複し，その限りで訴訟物は
同一といえる．したがって，仮に当事者が基準時
2 から第二訴訟の口頭弁論終結時までの賃料額を
主張していたとしても基準時 2 から第一訴訟の口
頭弁論終結時までの主張は第一訴訟の既判力に抵
触する．私見では，期間説の場合，従前賃料の不
相当性を判断するための事情は当事者が当該賃料
額につき，最終的に合意した時（最終的な賃料の
変動が増減請求による場合はその時点）から口頭
弁論終結時までの期間であると考えている．した
がって，これらの事情を既判力により遮断したと
しても裁判資料提出の機会は保障されていたので
あり，当事者に不利益はない．よって，期間説に
おいても，増減請求時から口頭弁論終結時に至る
までの事情につき，後訴で蒸し返されることはな
い（なお，ここでは取り上げていないが，最終合
意時から増減請求時までについても，直接の訴訟
物とはなっていないが，実質的な審理がなされて
おり，信義則により遮断されると考えている）．
　以上の検討から，前記事例においては口頭弁論
終結時点説と期間説が紛争解決の観点から優れて
いるということになる．
⑶ 小 括
　以上の検討によれば，当事者の合理的意思およ
び紛争解決機能から期間説が妥当である．口頭弁
論終結時点説も紛争解決機能の観点からは期間説
と同程度に優れているが，当事者の合理的意思に
合致しない点に問題があり，採用できない．また，
時点説は，当事者の合理的意思および紛争解決機
能の点で問題があり，採用できない．
　期間説によれば，増減請求時から口頭弁論終結
時に至るまで，増減請求の意思表示が継続してい
るものとみなされることになるであろう．これは
前述のとおり，当事者の合理的意思により基礎づ
けられる．また，訴訟の継続中は催告も継続して
いるとみる裁判上の催告が判例で認められてい
る39）．手続の継続中は当事者は当該手続の帰趨を
見守るのが当然であるから，賃料増減額確認請求
訴訟もこれと同様に考えることができる．
2 ．訴えの追加的変更・反訴に関する問題
　期間説を採用すると，増減請求時から口頭弁論
終結時までの賃料額が訴訟物であるから，訴訟の
係属中に第二次請求をした場合には，当該請求に
係る訴えの追加的変更や反訴が原則として必要と
される．しかし，当事者が訴えの追加的変更や反
訴を申し立てていても，認められなければ，第二
次請求が後訴において遮断されるのかという問題
がある．私見のように，紛争解決機能を強調する
と，裁判所は全てのケースで訴えの追加的変更や
反訴を許容すべきことになりそうであるが，第二
次請求の審理のために著しく長時間を要する場合
には，かえって深刻な訴訟遅延に陥る恐れがある
ため，これらの申立てを却下しなければならない
場合があると考えられる40）．実際，前出東京地判
平成11・ 3 ・26は，鑑定の申出が予想されること
などを理由に，著しく訴訟手続を遅滞させるとし
て反訴を却下していることから問題となる．しか
し，仮に訴えの追加的変更や反訴が認められない
としても，当事者の合理的意思解釈を根拠とする
期間説に立てば，口頭弁論終結時よりも前の期間
の賃料額を訴訟物とすることができるのではない
だろうか．以下，検討する．
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⑴ 訴えの追加的変更について
　たとえば，次のような事例が考えられる．前訴
の賃料増額確認請求訴訟（第一訴訟）係属中に，
賃貸人が再度増額請求を行い（②請求），賃貸人は
第一訴訟において，②請求について訴えの追加的
変更を行ったが，これが認められずにそのまま訴
訟が終結した．賃貸人は，後訴（第二訴訟）を提
起して，②請求により増額された賃料額を確認す
ることができるか．
　賃貸人の訴えの追加的変更が認められない場合，
訴訟物に②請求以降の期間についての賃料額が含
まれていると解すると，賃貸人が②請求に係る第
二訴訟を提起したとしても，第二訴訟は②請求が
第一訴訟に係る請求（①請求）と重なる限度で第
一訴訟の既判力に抵触するとして一部棄却されて
しまい，賃貸人に酷である．
　これに対して，②請求以降の期間を含まないと
解するならば，今度は賃借人にとって不利な結果
となる．賃貸人からの後訴で②請求以降の賃料額
がさらに増額される恐れがあるためである．しか
し，適正賃料が常に変動しうるものである以上，
賃借人の訴訟上の不利益を理由に，賃貸人の②請
求の権利行使一切を遮断させてしまうことは，事
情の変更により賃料増減請求権を認めている法の
趣旨から妥当とは言い難い．
　したがって，賃貸人の②請求が遮断されないよ
う，次のように解釈すべきである．すなわち，②
請求について訴えの追加的変更が却下されるなら
ば，②請求よりも前までの賃料額の確認を求めて
いると解釈し，裁判所は第一訴訟の訴訟物を①請
求以降②請求より前の期間の賃料額の確認として
捉えて判決を下すべきである．訴えの追加的変更
が認められない以上，原告は通常，第一訴訟の口
頭弁論終結時までの賃料額ではなく，②請求より
前までの賃料額の確認を求めるのが，原告の合理
的意思であると考えられるからである．このよう
に解しても②請求の金額・時期などは訴えの追加
的変更の際の書面で明らかにされており，裁判所
および被告にとって，訴訟上問題は少ない．また，
②請求の範囲が書面で明らかになっていれば，裁
判所は第一訴訟の訴訟物についての記憶を正確に
保存しておくことが可能となり，後から②請求に
係る訴訟が提起されたときに，当該請求が遮断さ
れないことを明らかにする上でも役立つ．もっと
も裁判所は当事者に対し適切に釈明権を行使し，
訴訟物をより明確にするような運用が望まれる41）．
　なお，②請求についての訴えの追加的変更が申
し立てられ，認められなかったとき，原告が①請
求以降②請求よりも前の賃料額の確認を求めると
して訴えを提起していると解釈するものであるか
ら，別途②請求以降の賃料額の確認について，訴
えの取下げは問題とならない．
　期間説を採用した前出大阪高判昭和49・12・16
は，前訴係属中に第二次増額請求権を正当に行使
したとしても，前訴の控訴審の口頭弁論終結まで
に，前訴について第二次増額請求の日の前日まで
を終期とする賃料債権の確認ないしこれが給付の
請求に訴えを変更するか，あるいは第二次増額請
求の事実を主張立証し，第二次請求以後の増額賃
料額の確認請求を拡張しておかない限り，判決に
抵触する限りにおいて，第二次増額請求の法的効
果を主張することはできなくなるとしており，常
に訴えの変更を必要としている点で私見とは異な
る．
⑵ 反訴について
　賃料増減額確認請求訴訟の係属中に相手方から
増減請求があり，この請求に基づく反訴の提起が
認められずに結審した場合も訴えの追加的変更の
場合と同様に考えられる42）．
　もっとも，このような場合，被告の増減請求を
封じないことは被告の合理的意思には合致するが，
口頭弁論終結時までの賃料額について確認を求め
ている原告の意思には必ずしも沿うものとはいえ
ないようにも思われる．仮に，原告の意思に反す
るのであれば，本来訴訟物の設定が原告の自由に
委ねられるという処分権主義との関係で，被告が
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訴訟物を変更してしまうという問題を生じること
になる．
　しかし，事情に応じて賃料額を確定すべき必要
性は原告による訴えの追加的変更のケースと同様
である．また，前述のとおり，原告も訴えの追加
的変更を認められなかった場合には，②請求より
も前の賃料額の確認を求めていると解する以上，
被告の反訴についても同様の解釈が認められない
のであれば，一方的に被告の攻撃防御の機会を失
わせる結果になる．これは，賃貸人および賃借人
の双方に増減請求権を認めた法の趣旨に反し，ま
た当事者の公平にも反する．
　したがって，被告の意思，増減請求権を認めた
法の趣旨ならびに当事者間の公平の観点から，被
告の反訴が認められなかった場合には，被告の増
減請求時より前の期間の賃料額が訴訟物となって
いると考える．
Ⅵ お わ り に
　本稿では，賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物に
ついて検討した．当事者の合理的意思および確認
訴訟の紛争解決機能から期間説が妥当である．期
間説によると，増減請求時から口頭弁論終結時に
至るまで，増減請求の意思表示が継続しているも
のとみなされるが，判決で確認することができる
のは，訴えの追加的変更などがない限り，当事者
が申立ての際に提示した金額が上限となる．
　期間説を採用した場合，訴訟の係属中にさらな
る増減の意思表示がなされたときの訴訟遅延が懸
念される．しかし，その場合に必要な訴えの追加
的変更や反訴については，著しく訴訟手続を遅滞
させないことの要件を満たすことが必要とされる
ため，問題は少ない．もっとも訴訟遅延により，
訴えの追加的変更・反訴が不適法とされる場合で
あっても，当事者の合理的意思解釈の結果，前訴
の訴訟物は第二次請求より前の期間であると解さ
れる．したがって，第二次請求については後訴で
争うことが認められる．当事者の意思，賃料増減
請求権が事情変更の原則を基礎として認められて
いること，ならびに当事者の公平の観点から，こ
のような審理の方法が肯定されるべきである．
　本稿では賃料増減額確認請求訴訟の訴訟物を明
らかにし，また訴えの追加的変更・反訴に関する
問題を中心に検討した．しかし，賃料増減額確認
請求訴訟については民事訴訟法上まだ多くの疑問
が残されている．実務においては増額賃料給付訴
訟と確認訴訟を併合して提起されるということが
少なからずあるようであるが，この場合になぜ確
認の利益が認められるのか，あるいは，少し珍し
い事例ではあるが，旧賃貸人から新賃貸人に賃貸
人たる地位が移転した後，旧賃貸人が，賃借人に
対して，賃貸人たる地位が移転する前に増額請求
を行っていたとして賃料増額確認請求訴訟と賃貸
人たる地位が移転するまでの増額賃料給付訴訟が
行われ，判決が確定した場合，新賃貸人に対して，
旧賃貸人と賃借人の間の判決の既判力が及ぶこと
になるのかという問題も生じうる．これらについ
ては今後の検討課題としたい．
1） 民法では，地上権者が土地の所有者に対して定期
に支払う土地使用の対価を地代と呼び（民法266条 1
項），借地借家法11条は地代も増減請求権の対象とし
ているが，本稿では賃貸借契約を念頭に検討するた
め，地上権に関する問題は対象としない．
2） 星野英一『借地・借家法』243頁（有斐閣，1969）．
大判昭和 7・ 1・13民集11巻 7 頁，最判昭和32・ 9・
3 民集11巻 9 号1467頁など．
3） 藤田耕三＝小川英明編『不動産訴訟の実務〔 7 訂
版〕』721頁〔稲田龍樹〕（新日本法規出版，2010）．
4） 塚原朋一編『事例と解説・民事裁判の主文』93頁
〔樋口正樹〕（新日本法規出版，2006）．
5） 口頭弁論終結時点説の呼称は三木浩一「判研」法
学研究88巻10号94頁（2015）による．
6） 澤野順彦『論点借地借家法』322頁以下（青林書
院，2013），星野・前掲注 2 ）234頁．大判明治40・
7・ 9 民録13輯811頁は「公租公課ノ増徴ニ因リ地主
ノ負担増加スルカ又ハ土地ノ隆盛繁昌等ニ因リ附近
ト共ニ地価ノ騰貴スルカ如キ事由ノ発生セルニ拘ワ
ラス借地人ニ於テ承諾ヲ為サゝルカ為メ地料増加ノ
104
途ナク而カモ貸借関係ハ尚ホ之ヲ将来ニ継続セサル
ヲ得サルニ於テハ地主ノ痛苦独リ甚シキモノアリ故
ニ此ノ如キ場合ニ於テ地主ハ借地人ニ対シ増額ヲ強
要スルヲ得ルコト即チ訴訟上ノ請求ヲ為シ得ルコト
ハ本院ノ一般慣習法トシテ認ムル所ナリ」としてい
た．
7） 星野・前掲注 2 ）234頁．賃料増減額確認請求権の
実質的根拠は事情変更の原則にあると一般的に理解
されている．また，判例・通説によれば，強行法規
であると解されている．最判昭和31・ 5 ・15民集10
巻 5 号496頁など参照．
8） 星野・前掲注 2 ）243頁．前出最判昭和32・ 9・ 3
など．
9） 最判昭和45・6・4 民集24巻 6 号482頁．適正賃料
に比較してどの程度差が生じた場合に不相当と認め
るかについて，田山輝明＝澤野順彦＝野澤正充編
『新基本法コンメンタール借地借家法』199頁〔澤野
順彦〕（日本評論社，2014）によれば従前の賃料決定
後の経過期間，開差の発生の理由，他の賃料改定の
動向等により異なるが，概ね収益目的の賃貸借の場
合は20％程度，居住目的の場合は30％程度と考えら
れている．
10） 山下寛＝上田卓哉＝土井文美＝森里紀之「賃料増
減請求訴訟をめぐる諸問題（上）」判タ1289号28頁
（2009），同「賃料増減請求訴訟をめぐる諸問題（下）」
判タ1290号58頁（2009）．最判昭和33・ 9・18民集12
巻13号2040頁．
11） 訴訟の係属中に新たに増額を相当とする事由が生
じた場合，あらためて増額請求をしなくても，最初
の増額請求の範囲内で段階的に増額が認められるか
という点は従来争いのあるところであった．判例は
意思表示必要説に立つ．大判昭和17・ 4 ・30民集21
巻 9 号472頁，最判昭和44・ 4 ・15裁判集民95号97
頁，最判昭和52・ 2 ・22裁判集民120号107頁．その
理由として，賃料増減の効果は，賃貸人の増額請求
により以後相当額に増減されるが，このことは訴訟
の係属中であっても同様であるとする．意思表示不
要説の裁判例として，東京高判昭和48・ 9 ・18判時
722号65頁，東京高判昭和50・ 7 ・30金判520号28頁
（前出最判昭和52・ 2・22の原審）がある．前出東京
高判昭和48・ 9 ・18は，増額訴訟が維持されている
間に増額事由が生じた場合，再び増額の意思表示を
しなくとも，原告は本訴提起後も継続して賃料を増
額する旨の意思表示をしているとみるのが相当であ
るとした．
 　星野英一博士は，意思表示不要説に立つものとみ
られる．星野・前掲注 2 ）243頁．同じく意思表示不
要説をとる澤野順彦弁護士は，解釈論として，増減
請求訴訟の維持は，当事者の相当な賃料決定に向け
ての黙示的な意思の継続であるとしている．澤野弁
護士によれば，相当な賃料は，従前賃料決定時から
賃料増減請求時までの増減請求事情を考慮し，かつ，
弁論終結時に至るまでの諸事情を考慮して，口頭弁
論終結時の相当賃料額を決定するというのが賃料の
本質（賃料は一定時点の適正な対価を意味するもの
でなく，従前賃料決定時以降の諸事情のほか将来の
賃料その他の経済変動の将来予測を折り込んで決定
される）に即しているものといえる，とされる．澤
野・前掲注 6 ）329頁以下．
12） 以上の点につき，山下ほか・前掲注10）判タ1290
号58頁．
13） 最判平成20・ 2 ・29裁判集民227号383頁参照．従
前賃料が不相当となったかを判断するための期間に
ついては，口頭弁論終結時点説や期間説に立った場
合にも判例と同様に解してよいかが問題となる．越
山和広「判研」龍谷法学48巻 2 号240頁以下（2015），
勅使川原和彦「賃料増減額確認請求訴訟に関する若
干の訴訟法的検討」松本博之先生古稀祝賀論文集
『民事手続法制の展開と手続原則』240頁以下（弘文
堂，2016）参照．口頭弁論終結時点説および期間説
の場合，賃料額について当事者が最終的に合意した
時（最終的な賃料の変動が増減請求による場合はそ
の時点）から口頭弁論終結時までがその対象とされ
るべきである．しかし，増減請求権が形成権である
以上，形成権行使以前に形成原因が生じていなけれ
ば行使することはできないのであるから，行使時以
降に生じた事由までを対象としてよいか疑問がある．
（なお，水本浩＝遠藤浩＝田山輝明編『基本法コンメ
ンタール借地借家法〔第 2 版補訂版〕』243頁〔伊東
秀郎・田山輝明〕（日本評論社，2009）は増減請求権
を形成権と解してきた理由についてそれが裁判にな
った場合，裁判所としては，貸主が増額請求の意思
表示をした時点（正確にいえば，意思表示で明らか
にされた増額すべき時点）での相当地代を認定すべ
きであり，訴え提起のときや口頭弁論終結時が地代
認定の基準点ではないとされたためであるとする）．
この点，澤野・前掲注 6 ）329頁と同様に，口頭弁論
終結時まで黙示の増減請求が継続していると考えれ
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ば，口頭弁論終結時までに生じた経済事情を審理の
対象とすることが可能となる．なお，ドイツでは，
賃料増減請求権は形成権とは解されておらず，相手
方の同意がない限り，その効力は生じないとされて
いる．藤井俊二『ドイツ借家法概説』169頁（信山
社，2015）参照．
14） 澤野・前掲注 6 ）328，337，339頁．鑑定人等は鑑
定評価基準に則って継続賃料を算定する．現行の鑑
定評価基準は，継続賃料の鑑定評価手法として差額
配分法，利回り法，スライド法，賃貸事例比較法の
4 つの手法を採用している．
15） 澤野順彦『判例にみる地代・家賃増減請求』10，
39頁以下（新日本法規出版，2006）．
16） 兼子一原著／松浦馨ほか『条解民事訴訟法〔第 2
版〕』755頁〔竹下守夫〕（弘文堂，2011）．
17） 中野貞一郎＝松浦馨＝鈴木正裕編『新民事訴訟法
講義〔第 2 版補訂 2 版〕』44頁〔徳田和幸〕（有斐閣，
2008），伊藤眞『民事訴訟法〔第 4 版補訂版〕』199頁
以下（有斐閣，2014）など．
18） 松本博之＝上野𣳾男『民事訴訟法〔第 8 版〕』162
頁（弘文堂，2015）．
19） 松本＝上野・前掲注18）162頁．
20） 三木・前掲注 5 ）95頁．
21） 松本＝上野・前掲注18）162頁．
22） 松本＝上野・前掲注18）162頁以下．
23） 畑郁夫「判研」民商74巻 1 号173頁以下（1976）．
24） 金築補足意見参照．
25） 廣谷章雄編『借地借家訴訟の実務』254頁〔森鍵
一〕（新日本法規出版，2011），藤田＝小川編・前掲
注 3 ）725頁〔稲田龍樹〕，岡口基一『要件事実マニ
ュアル〔第 4 版〕民法 2 』336頁（ぎょうせい，2014），
加藤新太郎＝細野敦『要件事実の考え方と実務〔第
3 版〕』167頁（民事法研究会，2014），山下ほか・前
掲注10）判タ1290号57頁など．
26） 金築補足意見参照．
27） 畑・前掲注23）169頁．
28） 中村肇「判研」判時2256号125頁（2015）．
29） 金築補足意見参照
30） 越山・前掲注13）238頁．
31） 確認訴訟の訴訟物を考える上で確認訴訟の機能を
考慮の一要素とする見解は学説，判例に散見される．
三ケ月章『民事訴訟法研究第 1 巻』263頁（有斐閣，
1962）など参照．高橋宏志『重点講義民事訴訟法
（上）第 2 版補訂版』31頁以下（有斐閣，2013）は，
新説においても確認の訴えにおいて訴訟物の枠が狭
く画されていることの理由として，確認の訴えの機
能が法律関係を明確に宣言することによって以後の
当事者間の関係を規律することにあり，この将来に
わたる紛争予防機能を高めるということを挙げてい
る．また，金築補足意見においても，時点説を採用
する根拠として「紛争解決機能の点についても，賃
料増減請求の効果が生じた始点での賃料額について
既判力が生じていれば，それに引き続く期間の賃料
額に形式的には既判力が及んでいないとしても，上
記と同様の理由から実質的にその機能に差が生じる
ようなことはほとんど考えられないのではないかと
思う．」としており，賃料増減額確認請求訴訟の訴訟
物を明らかにする上での判断の一要素となっている．
32） 伊藤・前掲注17）159頁．確認訴訟の機能について
は伊藤眞「確認訴訟の機能」判タ339号28頁（1976）．
33） なお，当事者は時点の賃料額を求めているのか，
期間の賃料額を求めているのかを明らかにした上で，
請求の趣旨を記載することが望ましい．
34） 賃料増減額確認請求訴訟が認められる理由が，賃
料額を確認することで当事者間において任意の履行
が期待できることに求められているのであれば（平
澤雄二「賃料額の確認を求める訴―その訴の利益と
機能的側面からの一考察」判タ363号51頁（1978）），
なおさら，増減請求時から引き続く現在の賃料額を
確認する方が当事者の期待に適っている．なぜなら，
過去の一時点（増減請求時）の賃料額を確認しても
当該訴訟の係属中に重ねて増減請求されてしまえば，
現在の賃料額は確定されず，任意の履行が期待でき
ないからである．
35） 賃料増額確認請求訴訟が確定した場合，既に支払
った額に不足があるときにはその不足額に年一割の
割合による支払期後の利息を付してこれを支払わな
ければならない（借地借家法11条 2 項但書・32条 2
項但書），また，賃料減額確認請求訴訟が確定した場
合，既に支払いを受けた額が正当とされた借賃の額
を超えるときは，その超過額に年一割の割合による
受領の時からの利息を付してこれを返還しなければ
ならない（借地借家法11条 3 項但書・32条 3 項但
書）．したがって，少なくとも，確定された賃料額が
どの時点から始まっているのかを明確にしておく必
要がある．
36） 兼子／松浦ほか・前掲注16）767頁以下〔竹下守
夫〕．
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37） 平澤・前掲注34）51頁．
38） 仮に第一訴訟係属中に，基準時 2 に基づく訴えの
追加的変更がなされた場合，第一訴訟の確認の利益
は認められるのかということについて触れておきた
い．このような場合，基準時 1 の賃料額を求める訴
えは，過去の法律関係の確認を求めることになるの
で許されず，給付訴訟に訴えの変更をすべきである
という考え方もあるが（前出大阪高判昭和49・12・
16参照），多くの裁判例においては基準時 2 の請求が
なされた場合においても，基準時 1 の賃料額を基準
時 2 の賃料額と共に確認している．この理由づけと
して，平澤・前掲注34）57頁は，第一訴訟を単に未
払賃料額の計算の基礎を明らかにするものと把握す
るならば，この訴えは無益で許されないものという
ことになるが，賃料額を確認することで当事者間に
おいて任意履行が期待できることに求め，さらに法
的にも，確認された賃料の不履行に対しては，賃貸
借の解除による当該物件の明渡請求訴訟の提起が可
能になり，そのことで賃料の履行が担保されている
ものとみる立場からは訴えの利益を肯定できるとす
る．
39） 最判昭和38・10・30民集17巻 9 号1252頁など．
40） たとえば，賃料増額確認請求訴訟の係属中に賃料
増額請求が複数回され，訴えの変更が何度もされて
しまうと，訴訟の完結までに長期間を要することと
なり，すでに裁判に熟している旧請求の期間につい
ても判決が言い渡されないこととなり，一向に紛争
が解決されないからである．また，常に訴えの追加
的変更が認められるとすれば，訴訟の引延しのおそ
れがないとはいえない．前掲注35）参照．
 　また，訴えの変更の要件として，請求の基礎の同
一性の要件については見解が一致していないが，旧
請求と新請求との間の実体的関連性および訴訟資料
の利用可能性の観点から判断すべきである．松本＝
上野・前掲注18）731頁以下．賃料増減額確認請求訴
訟の係属中に新たな増額を基礎づける事情が生じ，
第二次増減請求がなされた場合，両請求は同一の建
物などの賃料に関する問題であり，請求の基礎の同
一性が認められる．なお，請求原因を変えないで請
求の趣旨に掲げられた数量を拡張することを請求の
拡張という．判例・通説はこの請求の拡張を訴えの
変更に当たるとしている．兼子一『新修民事訴訟法
体系〔増訂版〕』370頁（酒井書店，1965）．
41） 訴えの追加的変更をそもそも申し立てていない場
合であっても，準備書面や上申書により②請求の範
囲が明確になっていれば，②請求より前までの賃料
額を訴訟物として理解してよい場合もあると考えら
れる．
42） 関連性要件についても，訴えの変更との均衡上，
肯定される．著しく訴訟手続を遅滞させないことの
要件は訴えの変更の場合と同様に，反訴の提起によ
る訴訟の引延しを防ぐために規定されている．松本
＝上野・前掲注18）369頁など．
 　また平成26年最判は，前件訴訟において，第二反
訴につき別訴の提起によって行うよう裁判所の訴訟
指揮を求める旨の上申書を提出するなどの経緯があ
り，Ｘは第二反訴の追加提起を控えていたという事
情があった．このような場合にも，期間説を前提と
して，前件訴訟の訴訟物は当該訴訟に係る請求以降，
第二反訴に係る請求より前の賃料額であると解され
る．裁判所も被告も第二反訴に係る請求の範囲を把
握している以上，当該請求を封じないことが当事者
の合理的意思および増減請求権を認めた法の趣旨に
合致するからである．
